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荷主特別対策チーム

令和４年１２月発足
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道路貨物運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態にあり、過労死等の
労災支給決定件数が最も多い業種であることから、トラック運転者の方の長時
間労働の是正等の働き方改革を一層積極的に進めることが必要。

しかしながら・・・
長時間労働の要因には、取引慣行など個々の事業主の努力だけでは見直すこ

とが困難。

栃木労働局において、トラック運転者の方の長時間労働の是正のため、発着
荷主等に対して、長時間の荷待ちを発生させないことなどについての要請とそ
の改善に向けた働きかけを行うことを目的とした「荷主特別対策チーム」を発
足させた。



荷主特別対策チーム

荷主特別対策チームの概要
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➢トラック運転者の労働条件の確保・改善に知見を有するメンバーで編成
荷主特別対策担当官を中心に、トラック運転者の労働条件の確保・改善に知見を有する労働

局・労働基準監督署のメンバーにより編成。

➢労働基準監督署が発着荷主等に対して要請
労働基準監督署が、発着荷主等に対し、①長時間の恒常的な荷待ちの改善に努めること、②

運送業務の発注担当者に改善基準告示を周知し、トラック運転者がこれを遵守できるよう協力
すること、などを要請。

➢労働局が長時間の荷待ちなどの改善等に向け発着荷主等に働きかけ
労働局のメンバーが、労働基準監督署から要請された事項に発着荷主等が積極的に取り組め

るよう、荷待ち時間等の改善に係る好事例の紹介等をアドバイス。

➢長時間の荷待ちに関する情報を収集
厚生労働省ホームページに「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」を新設し、発着荷主

等が長時間の荷待ちを発生させていると疑われる事案などの情報を収集し、その情報を基に、
労働基準監督署が要請等を行う。



荷主特別対策チーム

令和５年１０月より国交省との連携強化
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➢発着荷主等の情報を国土交通省に提供
トラックＧメンによる働きかけ等の対象選定に活用されるよう、厚生労働省ホームページ「長

時間の荷待ちに関する情報メール窓口」に寄せられた発着荷主等の情報や労働基準監督署が監督
指導時に把握した情報に加え、労働基準監督署が要請を実施した発着荷主等の情報を、広く国土
交通省に提供。

➢「荷主特別対策担当官」がトラックＧメンによる「働きかけ」等に参加
トラックＧメンが、長時間の恒常的な荷待ちを発生させていること等が疑われる発着荷主等に

対して実施する働きかけ等に、荷主特別対策担当官も参加。

➢発着荷主等への要請の際、「標準的な運賃」も周知
労働基準監督署が発着荷主等に対する要請の際、標準的な運賃(※)も併せて周知。
※トラックドライバーの労働条件を改善し、ドライバー不足の解消を図り、安定した輸送力
を確保するため、法令を遵守して持続的に事業を行ううえで参考となる運賃を国が示した
もの。



荷主特別対策チーム

令和５年度の取組実績（１月末現在）
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取組内容 回数

労働基準監督署による、発着荷主等に対する周知、要請
（うち「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」の情報に基づ
いて実施したもの）

239
（12）

労働局による発着荷主等への荷待ち時間等の改善に係る好事例の
紹介、アドバイス 13

時間外労働の上限規制、改善基準告示等の説明会 22



荷主特別対策チーム

発着荷主等への個別訪問事例
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業種 発着元請 取組内容・要請内容等

1
非鉄金属精
錬・圧延業

発着荷主 重量物のクレーンまたはフォークリフトの積み込みで荷待ちが30分ほど発生していたが、関係運送業者3社と話し
合いを定期的に実施した結果、積み込み予定時間を管理することで荷待ちはほとんど解消された。

2

自動車・同
付属品製造

業
発着荷主

物流2024年問題に向けて、運送関係300社をヒヤリングし、拘束時間や荷待ち時間について、実態把握とシュミ
レーションを続け問題点を洗い出してきた。そのうえで敷地内の各工場建屋ごとに荷受け場があったものを、一括
PLCを行える仕組みとした。このことにより各建屋を回る必要がなくなり一括搬入が可能となった。24時間体制で一
括搬入を受けており、構内各建屋への運搬は別会社で行うことにより、荷下ろし時間が大幅に削減された。
その他、発着荷いずれにおいても1運行拘束時間13時間内となるよう話し合いを継続して改善を図っている。

3

セメント・
同製品製造

業
発着荷主

数年前までは、荷待ちは多々発生していたが、今は計画的生産をラインごと徹底することで発荷主としての荷待ち
は発生していない。
着荷主としてのトレーラーからの荷下ろしについては大型天井クレーンによる作業のため周辺での別作業が困難と

なるため待機車両が発生していたため、先ずは構内滞留時間の見える化を進め、そのうえでデータによる「問題の見
える化」「運送会社との共有化」「定期的な検討の場」を継続することをアドバイスした。

4

一般貨物自
動車運送
業・倉庫業

元請
流通センター内のバースの順番待ちが起きないように各運送会社ごとの専用バースを決めている。ドラッグストア

商品に関してはばら積みではなく店舗ごとの6輪カートで運送するようにしており、また、荷役はドライバーではな
く専門の荷役スタッフが行うことにより時間効率を上げるようにしている。

5

セメント・
同製品製造

業
発着荷主

様々な要因から荷待ち時間が平均2時間となっていたが、まずは入場管理・トラック入退時予約システム、置き場
管理システム等の導入を進めるよう要請した。また、製造効率と梱包効率のアンマッチについても指摘し、改善をア
ドバイスした。

6

プラスチッ
ク製品製造

業
発着荷主

コロナ禍影響で人員が縮小したところへ、コロナ明け一気に発注が増加してラインの人員不足となり荷待ちを発生
させていた。日々の業務に手一杯で、改善策を先延ばしにしている状態であった。生産計画・輸送計画を具体的時間
コストを製品別・路線別に洗い出しを提案したところ、半年の取り組み期間の後、荷待ち時間が30分短縮された。



経済団体への要請

県内主要経済四団体へ栃木運輸支局・栃

木県トラック協会と連名で要請書を提出

6

トラック運転者の負担を軽減し、健康に働け

るよう、長時間の荷待ちの改善などについて、
荷主の協力を要請しました。

令和５年３月28日
・栃木県商工会連合会

令和５年３月23日
・栃木県経営者協会
・栃木県商工会議所連合会
・栃木県中小企業団体中央会



過労死等防止啓発月間における取組
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過労死等防止啓発月間における取組

8



発着荷主等に対する情報提供
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https://driver-roudou-

jikan.mhlw.go.jp/truck/shipper

インターネットサイトを活用
した発着荷主等への情報提供
・ドラマ仕立ての動画
・業種ごとの好事例集
・ガイドライン

etc.

※資料は各労働基準監督署でも配布
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荷主等への周知用リーフレット①
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12

荷主等への周知用リーフレット②
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